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1,はじめに
2011年3月11日に発生した東日本大震災は,沿岸部の津波被害を中心として多くの犠牲者
を出し,東日本の広い範囲で生じたインフラの破壊と情報の混乱は,人々の生活に影響を
与え,食料流通にも大きな被害があった.
本研究の目的は,震災後の仙台市を中心とする被災地域の人々の行動について,避難行
動や食料の確保に焦点を当てながら,その実態を把握することにある.沿岸部を除く仙台
市の大部分では,津波や原発の被害こそなかったものの,震度6弱という揺れの中(註
I) ,安否確認に奔走し,避難所･自宅で不安な夜を過ごしながら,多くの人が長期にわ
たり食料調達に苦労をした.こういった状況の中で,どのような情報をもとに避難し,ど
こから食料を確保したかという問題について,その経験を記録･分析することは,今後の
防災政策や,災害時の食料流通政策を議論する上で重要である.
地震などの災害時には,家族･友人の安否確認を行うことにより,不安を緩和すること
ができるため,安否確認などの情報の重要度が高まる.安否確認に関する先行研究につい
てみると,畑山〔2〕は,東日本大震災で注目されたITボランティアの活躍に着目し,安
否確認など-の貢献をどのように評価するかという点について考察をしている.また,岡
田〔7〕は,大規模災害時に,安否確認等の通信需要の大幅な増加や停電の長期化により,
携帯電話が使えなくなるという問題に注目し,通信の確保などの対策について論じている.
この他にも,太田ら〔9〕や山田ら〔13〕など,安否確認のシステムに関する技術的な向
上に関する議論については多くの蓄積があるが,実際に被災した場合に,被災者がどのよ
うな方法で安否確認を行ったか,という実態については研究が少ない.
例外として,長能〔6〕は,阪神大震災の発生直後に住民がとった行動に関するアンケ
ート調査結果より,約4割の被災者がまず安否確認をしたという実態を報告している.し
かし,どのような方法で安否確認を行ったかといった詳細については分析が行われていな
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い.このような点について,本稿では,学生の安否行動に関するデータを提示し分析を行
う.
地震の発生後,安否確認とほぼ同時に被災者がまずとる行動は,避難所-の避難をする
か否かといった意思決定である.佐藤･塩野〔11〕は,避難重要の発生要因について,阪
神大震災の被災者を対象としたアンケート調査をもとに,住宅被害やライフラインの停止
状況に応じて生じる生活支障を数値化L:,避難所-行くか否かといった意思決定に与える
影響をモデル化した.本稿は,このような研究に独自の視点から追加的な実態データを示
すものであり,住宅被害やライフラインの停止状況はほぼ一様である仙台市内において,
単身世帯と家族同居世帯が異なる避難行動をとったことを示す.
災害時における家庭の食料供給に関する研究については, liI島ら〔5〕が指摘するよう
に,これまで皆無に等しい.そのため,その実態データを示すことは,今後の災害と食料
備蓄を検討する上で有用である. (註2)
関連する先行研究として, Gomezら〔l〕は,震災後の食料供給に小規模商店が果たし
た役割について,仙台市内を中心にヒアリング調査を行い,小規模商店の早期復旧の要因
を分析している.また,大友〔10〕は,仙台市よりも津波の被害が大きかった名取市に焦
点を当て,食料の供給状況に関する調査を行い,小規模商店が地域とのつながりを活かし
て早期から食の供給に貢献したことを指摘している. Gomezら〔1〕や,大友〔10〕の分析
が供給側から見た食品流通の実態把握に焦点を当てているのに対し,この論文では,特に
需要者側である仙台市民の食料調達行動に着目した点において,補完的な知見を得ようと
するものである.さらに,安否確認や避難行動を含めて総合的な実態把握を踏まえた議論
をしている点や,地域間での違いや単身者と同居世帯の違いといった比較分析の視点から,
新たな知見を得ようとする点に独自性がある.
震災後の食料供給がどのようなものであったかについて検討する場合, li肘〔4〕が指
摘するように,場所により状況が大分異なる点に注意が必要であり,壊滅的な打撃を受け
た被災地と,一部で被害を受けている被災地は状況が異なる.そのため,議論の対象を明
確とする必要があるが,本研究では,津波による壊滅的な被害はないような被災地のみを
議論の対象とする.
本稿の分析視点は,次の2点にある.第1点は,震災後の安否確認や避難行動,食料の
確保において,地域間でどのように異なっていたか,という点である.当然のことながら,
被災程度や都市部･郊外部といった違いに応じて人々の状況･行動は異なっていたと考え
られるが,実態に関する情報は限られている.そのため,本稿では,学生を対象としたア
ンケート調査結果をもとに,避難行動で見られた地域差について,仙台市とそれ以外の地
域を中心に実態の把握を試みる.
第2点は,安否確認や避難行動,食料の確保において, 1人で暮らす単身世帯と家族と暮
らす同居世帯のおかれた状況の違いと,その影響に関する比較分析という視点である.直
感的には,災害時には単身世帯の直面する不安･不便性と,同居世帯のそれとは大きな差
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があると考えられるが,本稿ではこのような仮説を実証的に検証し,その要因について考
察を行う.
以上のような問題意識,分析視点のもとで,本稿では,東北大学の学生を対象としたア
ンケート調査をもとに,東日本大震災後の安否確認,避難行動と食料の確保について比較
分析を行う.
本稿の構成は以下の通りである.まず{2節にて調査の概要と回答者の属性,地域の分
類方法を説明する.その後, 3節では,安否確認や避難行動,意思決定に役立った情報源
について検証し,調査対象となった学生が置かれていた状況を確認する.その上で, 4節
では食料の確保と購入店舗の選択行動について,地域間での差異や,単身世帯と同居世帯
との違いに焦点を当てながら,震災直後と平常時との比較分析を行う. 5節では以上の分
析をまとめ,今後の防災政策-の含意を述べる.
註l)仙台市内の震度は,宮城野区で震度6強,青葉区,若林区,泉区で震度6弱,太白区で震度5強で
あった.この震災の影響で,仙台市の都市ガス事業は停止したが, 3月　23日より順次供給を再開
し,ガス供給上の安全性が確保できない地区を除き, 4月16日に復旧完了した.
2)jii島･樋口[5]は,例外として,奥田他[8]を挙げている.
2.調査方法
1)調査対象の属性
分析に用いるデータは, 2011年8月初旬に東北大学農学部における1年生を対象とした
講義で実施したアンケート調査により得られた.講義では,受講生138名に対し,震災後
の行動に関するアンケート調査を実施した.受講生の多くは,震災発生時は高校3年生で
あり, 2011年の5月初旬に入学をした新入生であるため,震災時の居住地が東北を中心と
した全国各地に広がっている点,および,単身学生と同居学生が混在してるというデータ
の特性がある.
調査対象となった学生の属性を第1表に示す.上述のように,回答者の多くは大学1年
生であり,一部に2年生以上の学生が含まれるため,標本全体の平均年齢は18.7歳となっ
ている.男女比については,標本全体の49.3%が男性, 50.7%が女性であり,ほぼ半々の割
合となっている.
2)地域の分類方法
震災後の行動について,地域間での違いに着目した分析を行うため,調査によって得ら
れた138の全標本を,震災時に居住していた地域によって,分析の焦点である仙台市内
(C列, 37標本) ,その比較対象として仙台市以外の被災圏(D列, 49標本) ,震災の影
響のないその他地域(E列, 52標本) ,の3地域に分類した.
調査で得たデータからは,各学生の被災程度を詳細に分類することは不可能であったた
め,以下では,被災圏の定義として,東北6県(仙台市以外の宮城,福島,岩手,山形,
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青森,秋田)に,震度が高く食品流通-の影響も大きかった茨城,栃木,長野,静岡を加
えた地域として議論を進める.被災圏に含まれる標本に関する被災の程度は,平均的には
仙台市よりも軽度であったと想定され,人口密度が高い都市型の仙台市よりも,近郊型の
地域の居住者が多いという特徴がある.
第1表_調査対象の属性
仙台市　　　　　　　　被災国　その他　全体
単身　同居　全体
A B C D E F
標本数
年齢(歳)
男性(%)
女性(%)
計
18　　　19　　　37　　　49　　　52　　138
(=A+B)　　　　　　　　　(=C+D+E)
18,9　　18,6　　18,7　　18.6　　18,7　　18.7
61 ,1　　47.4　　54.1　　42,9　　51.9　　49.3
I
38,9　　52,6　　45,9　　57.1　　48.1　　50,7
1 00,0　100.0　1 00,0　100.0　1 00,0　100.0
出所: 2011年調査より筆者作成
その他の地域には,上記以外の関東地方,中部地方,西日本,北海道に居住していた学
生が含まれ,震災の影響がほとんどなかった地域と想定して次節以降の分析を行う. (註
聞
また,仙台市内の被災程度は壊滅的な被害となった沿岸部と中心部とでは大きな差があ
ったが,本稿で用いるデータは, 37標本中,津波の被害はなかった市の中心部(青葉区21,
太白区3,泉区8)が大半をしめており,沿岸部を含む区(若林区3,宮城野区2)のデー
タについても,本調査での対象学生は津波による家屋の流出など壊滅的な被害はなかった.
このような地域であることに留意しながら,議論を行う.
さらに,研究のもう一つの分析視点である,単身世帯と同居世帯の違いを明らかにする
ために,仙台市内の37標本について,単身(A列,実家が仙台市外にあり,震災時にはす
でに仙台市内で1人暮らしを始めていた学生, 18標本)と,同居(B列,家族と同居し仙
台市内の実家に住んでいた学生, 19標本)とに分けて,次節以降,その違いについて比較
を行う.
註1)被災圏に分類されるデータの詳細は以下の通り(カッコ内は標本数を示す) .仙台市以外の宮城
(6) ,岩手(6) ,青森(o) ,秋田(2) ,山形(2) ,福島(8) ,茨城(5) ,栃木(15) ,
長野(6) ,静岡(5) .同様に,その他の地域に分類されるデータの詳細は以下の通り.群馬
(8) ,埼玉(6) ,東京(6) ,神奈川(4) ,その他中部地方･西日本･北海道(36) .
3.安否確認と避難行動
1 )安否確認の方法
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調査対象となった学生の置かれていた状況を確認するため,まず,安否確認の際に最も
便利だと感じた方法について調査を行った.回答の選択肢は, a:直接会う, b:メール, C:
自宅の固定電話からかける, d:携帯電話, e:公衆電話,亀その他,であり,複数選択を可
とした.選択された方法を集計し,各選択肢が占める割合をカテゴリーごとに表示した結
果を第2表に示す(単位は%) .
第2表　安否確認の方法
仙台市　　　　　　　　被災国　その他　全体
単身　同居　全体
A B C D E F
a:直接会う
b:メール
C:自宅電話
d:携帯電話
e:公衆電話
千:その他
計
0.0　　31.6　15,4　　20,4　19.6　18,8
25.0　　26.3　　25.6　　38.8　　30.4　　31 ,9
5.0　　5.3　　5.1  12.2　10.7　　9.7
20.0　　31,6　　25.6　　　8.2　　　8.9　13.2
30.0　　　5.3　1 7,9　10.2　14.3　13,9
20,0　　　0,0　10,3　10.2　16.1　12.5
100.0　100.0　100.0　100,0　100,0　100,0
注:単位はパーセント(%)
出所: 2011年調査より筆者作成
標本全体の結果(F列)を見ると,学生が最も便利と感じた安否確認方法はメールでの
確認(31.9%)であり,次に直接会う(18.8%)という回答が多い.また,自由記述欄には,ツ
イッタ-やミクシー, Facebookといったソーシャルネットワーキングサービスが役立った
という記述もあった.
このような結果は,携帯電話の発信制限などの影響のため,電話をかけるよりもメール
での安否確認が便利であり,特に,ショートメッセージサービス(SMS)や,スマートフ
ォンでのインターネット接続(震災直後はインフラが破壊され,パソコンからの接続が困
難であった地域が多かった)が安否確認に役立ったことを反映していると考えられる.こ
のような傾向について,地域別にみると,被災地とそれ以外では次のような差が見られる.
被害の影響が小さかったその他の地域(E列)と被災圏(D列)との問に大きな差はな
いが,両者に比べて仙台市内(C列)は携帯電話や公衆電話をかけることでの確認が高い
割合を占めている.この違いには,いくつか要因が考えられるが, 1つには,災害後の発
信制限や回線混雑のため,被災地外から被災地-の発信がつながりにくかったことに比べ,
被災地である仙台市からの発信は比較的つながりやすかったという可能性が考えられる.
また,被災地外からの安否確認で最も多いのは,震災直後の｢生命の無事を確認するため
の安否確認｣であり, 1往復のメールで済む場合が多い.これに対し,被災地内のひとび
とは,度重なる余震と限られた情報の中で即時的に連絡をとる必要があったため,メール
よりも携帯電話や公衆電話をかけることに利便性を感じたと推察される.
-50-
高　篠
さらに,仙台市内での単身世帯と同居世帯の差異について見ると,直接会うことでの安
否確認が家族との同居学生(B列)ではBI.6%と高い値であるのに対し,単身学生(A
列)では誰も選択していない(0%) .これは,安否確認は家族間での連絡が最も重要で
あり,同居学生は職場や学校,自宅といった,近距離にいた家族と直接安否確認が可能で
あったのに対し,家族と離れて暮らす学生は直接会って安否確認をすることができなかっ
たことを反映している.
また,公衆電話での安否確認も,単身者にとっては特に重要であったことが明らかとな
った(同居者の5.3%,に対して単身者は30.0%) .この要因については,固定電話を持た
ない単身学生が多いということが挙げられる.また,この点に加え, 1人で情報を集め,
家族と連絡をとらなければならなかった学生は,停電の中で携帯電話の充電が切れるのが
早かった,もしくは充電切れを恐れて携帯の使用を極力節約し,公衆電話を利用するよう
にした,という不安な状況にあったと推察される.
2)避難行動
仙台市〔12〕によると,震災発生当日の3月11日には,市内171の避難所に71,577人が避
難をし,翌12日には103,947人と,人口の約10%が避難所へ身を寄せた. 3日目以降,利用
者数は徐々に減り,震災発生後6日目にあたる3月16日には, 40,078人とピーク時の約半数
となった.
このような状況の中で,調査対象学生がどのような避難行動をとったかという点につい
て,避難所で宿泊をしたかどうかを調査した(第3表) .その結果,全標本のうち,約
15%が避難所を利用していたことがわかった.また,避難所を利用した学生の平均宿泊日
数は1.95日であった.
第3表　避難行動
仙台市　　　　　　　　被災国　その他　全体
単身　同居　全体
A B C D E F
避難所の利用について
a:利用あり(%)　70.6　31,6　50,0　　2.1　3.8　15.4
b:利用なし(%)　　29.4　68,4　50.0　97.9　96.2　84.6
計　　　　　　　100.0 100,0 100,0 100.0 100.0 100.0
宿泊日数(日)　1.92　2,33　2.05　2.00　1.00　1.95
その後の行動について
有効回答数(件)　14　　　6　　20　　　3　　　3　　26
a:避難(%)　　　42.9　16.7　35,0　　0.0　　0.0　26.9
b:自宅に戻る(%)　57,1　83,3　　65.0 100,0 100.0　　73.1
計　　　　　　　100,0 100,0 100,0 100.0 100.0 100.0
出所: 2011年調査より筆者作成
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地域別に避難所利用の有無をみると,震災の影響が比較的小さかったその他の地域
(3.8%)ではほとんど避難所の利用がなく,平均宿泊目数も1,00日と短いため,一部の帰
宅困難者が避難所を利用したものと推察される.
また,仙台市を除く被災圏(2.1%)についても,仙台市内(50%)と比較して避難所の
利用は少ないが,これは,この地域に分類される回答者が住む地域が広範囲(東北6県と
茨城,栃木,長野,静岡)に渡るため,被災状況が平均的には仙台市よりも軽度であった
可能性が考えられる.
宿泊日数は地域間でも大きな差は見られないが,調査対象となる学生の多くは家屋の全
壊や半壊,津波の被害等の影響が少ない地域に住んでいたため,長期の利用者は少なかっ
たと考えられる.
仙台市内の避難所利用について単身世帯と同居世帯の違いをみると,単身学生
(70.6%)が家族との同居学生(31.6%)と比べ,かなり高い割合で避難所を利用している
ことがわかる.これは,余震の続く中1人で過ごすこと-の強い不安感があったためと推
察される.また,情報が限られた中で,土地勘がなく知人がまだ少ない学生が,より安全
で情報を得られる避難所に身を寄せたものと推察される.
さらに,避難所を出た後の行動についてみると,仙台外の地域や仙台市内の同居学生の
8割以上が自宅に戻るのに対し,単身学生の約4割が実家や親戚の家などに避難したことが
明らかとなった.これは,上述のような1人で過ごす不安感が影響を与えたと考えられる.
3)意思決定と情報源
上述のような避難行動を決定する際,どのような情報が重要であったか, a:家族からの
情報, b:友人からの情報, C:新聞やラジオ,テレビなどのメディア, d:インターネット,
e:大学からの情報,という項目について,重要度を(1.重要でない, 2.あまり重要でない,
3.少し重要, 4.とても重要)という選択により評価するという形で回答を得た.
第4表は,各情報源について重要度に関する評価の平均値を示している.標本全体につ
いてみると,最も重要であった情報源は新聞やラジオ,テレビなどのメディア(3.6)であ
り,次に家族からの情報(3.5)が高い値となっている.既に周知の通り,多くの被災者に
とってラジオや対面で行う情報交換が貴重な情報源であったことがこの結果からも確認で
きる.これに対し,大学からの情報は低い値(2.3)であるが,回答者の大半が新入生であ
るため,震災当時は大学からの指示を得ようとうい意識が低かったことも一因と考えられ
る.
地域別に平均値を比較すると,被災の影響が大きいほど(表のC列からE列について左側
であるほど)各情報減の重要度が低く評価されていることがわかる.これは,被災圏では
あらゆる情報が制限されていたため,アクセスできなかった情報を低く評価していると考
えられる.
さらに,各項目について詳細にみると,友や家族からの対面による情報やラジオを含むメ
ディアに比べ,被災地ではパソコンからの接続が困難であった,インターネットからの情
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報の重要性の地域差が顕著であることが示されている.大学からの情報も同様な傾向であ
るが,これは,東北大学が震災直後からウェブサイト上で情報発信を行っていたため,イ
ンターネット接続が可能であった地域では有用な情報と評価されたものと考えられる.
第4表　意思決定と情報源
仙台市　-　　　　　　被災国　その他　全体
単身　同居　全体
A B C D E F
避難行動を決定する上で参考にした情報源
a:家族　　　　　　3,1　3.4　　3.3
b:友人　　　　　　2.7　　2.9　　2.8
C:メディア　　　　　3.2　　3.6　　3.4
d:インターネット　　2.5　　2,8　　2.7
e:大学　　　　　　1.8　　2.2　　2.0
平均　　　　　　　　2.6　　3.0　　2.8
6　0　8　9　3　｣3　3　3　2　2　3 7　｣　7　3　9　33　3　3　3　2　3 5　9　6　9　3　03　2　3　2　2　3
注:表中の数値は主観的評価の平均値を示す(本文参照)
出所: 2011年調査より筆者作成
仙台市内について詳しくみると,特に単身者はすべての情報源を低く評価しており,同
じ仙台市内であっても,単身学生は情報が得にくかったことを示唆している.このような
差が生じた要因としては,単身学生には情報媒体(ラジオなどの情報を得るための機器や,
情報を提供する知人･家族)そのものがなかったということや,家族と同居する学生は複
数人で情報収集したため,情報を得やすかったことなどが挙げられる.さらに,単身者の
内, 3名が自由記述において, ｢避難所での情報網が重要であった｣と述べており,情報
-のアクセスが制限されていた単身学生にとっては,避難所での見知らぬ人とから得た情
報が重要であったことが伺える.
4.食料の確保と購入行動
1)震災後の食料確保
震災後の食料確保は死活問題である.震災以降の食料の供給状況について,河北新報の
記事をもとに宮城県内の様子を概観すると,震災後3日目にあたる3月13日には,イトー
ヨーカドーやヤマザワ,ヨークベニマル(宮城県内43店舗のうち仙台市内2店舗) ,イ
オン,ダイエーなど,大型スーパーでは一部の店舗で店頭販売が再開されていた(河北新
報3月13日) .また, 17日には,みやぎ生協23店,ウジェスーパー,さくら野百貨店
仙台店の営業が部分的に再開している(河北新報3月16日) .また,コンビニについてみ
ると,ローソンは震災から6日目の16日,宮城県内164店のうち130店,サンクスは,県
内110店のうち87店,ファミリーマートは,県内203店のうち173店で日中に営業してい
た(河北新報3月16日) .しかし, 24日の記事に, ｢みやぎ生協は24日午前10時から
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35店で営業.商品がなくなり次第終了｣とあるように,震災から2週間たった時点でも物
資が不足していたことがわかる(河北新報3月24日) .
つまり,震災直後に閉店をした大型スーパーやコンビニであっても,震災の約1週間後
には,営業時間の短縮や数量制限をともなう営業が,店頭販売などの形で部分的に開始さ
れていたが,その後も物資の不足は続き,行列は仙台市内の場合,約3週間後まで続いた.
なお,このような情報は,被災地で体系的に共有されることはなく,自分や家族が徒歩や
自転車で動ける範囲内で開店状況を確認したり,避難所内での会話などを通じて,部分的
に近隣の店舗の開店状況を知ったりするという状況であった.
この状況のもとで,一般家庭がどのような購買行動をとったか,被災後の実態を把握す
るためのアンケート調査を実施した.調査を行う際,震災発生後のどの時期について議論
するのか,期間を明確にする必要があるが,ここでは,震災発生後の食料調達が困難であ
った震災後3週間以内について回答してもらった.　　　　　　　　　　　　′
アンケートでは,まず, ｢あなたやあなたの家族は,食料を買うために,行列に並ばな
ければなりませんでしたか. ｣という質問をし,並んだか否か,並んだ場合には最長で何
時間並んだかについて回答してもらった.その上で,食料の確保状況について, a:しばら
くは問題ない程度,十分に確保できていた, b:備蓄分なども減っていき,長期化に不安
を感じた, C:備蓄分はほぼなくなり,避難所での配給･炊き出しなどに依存していた,と
いう選択肢から回答を得た.
以上2つの質問項目に対する回答結果(第5表)によれば,標本全体の4割以上の学生
(およびその家族)が行列に並び,行列に並んだ最長時間の平均は0.8時間(48分)であ
ったことがわかった.また,食料の確保状況については,約2割の学生が食料について不
安を感じる(15.9%)か,配給や炊き出しに依存していた(3.6%)ことが明らかとなった.
地域に見ると,震災の影響が小さかったその他の地域でも行列に並んだという回答が令
まれるが,しかし,食料の確保状況に不安を感じたのは2%に過ぎないため,関東など一
部地域でのヨーグルトや納豆などの買い占め騒動の影響があったものの,多くの家庭では
不安感を感じるほどではなかったと推察される.これに比べ,被災圏(仙台以外)ではや
はり流通の混乱は深刻であったため,約半数が食料を求めて行列に並び, 2割以上の学生
が不安を感じていたことが明らかとなった.
仙台市内の状況をみると,仙台市以外の被災圏よりも多数の9割近い住民が行列に並び,
その時間も長時間であったことがわかる.都市部である仙台市内の場合,人口密度が高く,
また,郊外に比べて徒歩圏にある店舗-のアクセスが可能であったため, 1店舗に購入に
来る消費者が多かったと考えられる.
さらに単身者と同居者の結果をみると,食料の確保状況に大きな違いがあることがわか
る.家族と同居していた学生の場合,多数が行列に並んだものの,確保状況についてはそ
の他の被災圏と同様, 7割以上が十分な食料を確保していたのに対し,単身者の場合は十
分な確保は6割以下に留まり, 2割以上もの学生が備蓄分はほぼなくなり,避難所での配
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給･炊き出しなどに依存していたことが明らかとなった.これは,そもそも単身者は食料
備蓄量が家族同居者よりも少ない傾向にあるということが一因として考えられる.また,
食料を確保する上で,行列に並ぶことのリスク(避難所を離れることで食料配給を得られ
ない危険性,食料を避難所に置く場合の盗難の危険性など)が高く,複数人で協力できな
かった単身者は,より大きな不安感に直面していた可能性が示唆される.
第5表　食料の確保状況
仙台市　　　　　　　　被災国　その他　全体
単身　同居　全体
A B C D E F
行列に並んだか否か
a:はい　　　　　　83,3　　94.7　　89,2　　49.0　　3.8　　42.8
b:いいえ　　　　　16,7　　5.3　10.8　　51,0　　96,2　　57.2
計　　　　　　　100.0 100,0 100.0 100.0 100.0 100.0
平均時間　　　　1 ,2　　2.8　1 ,2　　0.8　　0,0　　0.8
食料の確保状況
a:十分に確保　　55.6　78,9　67,6　71,4　98,1　80.4
b:長期化に不安　22.2　21,1　21,6　26,5　1.9　15.9
C:配給に依存　　22.2　　0.0　10.8　　2.0　　0.0　　3.6
計　　　　　　　100,0 100,0 100,0 100.0 100.0 100.0
注:単位はパーセント(%) .
出所: 2011年調査より筆者作成
2)店舗選択行動の変化
次に,被災後の食料購買行動に関する事実について,特に,小規模商店が果たした役割
に着目しながら,震災後(約3週間後までのころ) ,食料をどこで購入したか, a:大型ス
ーパー, b:コンビニ, C:八百屋などの小規模商店, e:その他,から回答を得た.また,
平常時の購買行動との違いを明確にするため,震災の影響が小さくなった,平常時に食料
を購入する店舗についても,同様に回答を得た.
標本全体に関するアンケート結果をみると,平常時では, 8割以上の学生が大型スーパ
ーで購入するが,震災直後は,大型スーパーでの購入が少なく,代わりに小規模商店とコ
ンビニの利用が平常時の倍以上を占めていることがわかる(第6表, F列) .この変化は,
被災圏および仙台市内のみに見られるものであり,被災地にある大型スーパーの閉店･休
業が一因となっていると考えられる. (註l)それに加えて,普段は価格の安いスーパー
のみで食料を調達していたひとびとが,購入制限により必要な量を買えなかったため,コ
ンビニや小規模商店も含めた複数の店舗を利用したことも影響していると考えられる.
コンビニについては,仙台市内では在庫商品を売り切った後に閉店･長期休業となる店
舗が多かったが,調査対象となった学生の内,特に仙台市内の単身学生の約半数がコンビ
ニを利用しており,震災直後にまだ在庫のあったコンビニで食品を確保しようとした行動
が数値に反映されている可能性が考えられる. 3月13日の新聞記事には｢コンビニ前には
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順番待ちの長い行列ができたが,取り乱す人などいなかった. ｣と記載があるように,震
災発生直後,まずコンビニに向かったひとびとがいたことがわかる.しかし同日の別の記
事では, ｢仙台市若林区の南材木町小- (中略)同校周辺ではコンビニエンスストアも営
業していない. ｣と記載があり,在庫食料が早々に売り切れたものと推察される.さらに,
同日の紙面で, ｢運送会社の名糖運輸は津波でトラックが水没するなどし,仙台物流セン
ター(仙台市)の機能が停止,コンビニなどにチルド食品などを運べない状況だ. ｣と報
じている(河北新報3月13日) .
第6表　店舗選択行動の変化
単身　同居　全体
A B C
被災国　その他　全体
D 冒 F
震災直後の購入店舗
a･スーパー
b:コンビニ
C:小規模商店
d:その他
計
平常時の購入店舗
a:スーパー
b:コンビニ
C:小規模商店
d:その他
汁
33.3
45.8
20.8
0.0
100.0
8　8　3　｣　05　6　4　3　06　-　　-　　　　04　00　00　0　0
0°　1　7　2　0
7　1　　　　　　02　5　8　6　07　-　4　6　06　-　1　　　00　6　4　0　0-　8　0　0　0
にJ　2　2　　　0
0　0　0　0　08　2　0　0　06　1　2　　　0
5　4　｣　0　04　7　6　2　0
(‥o 0hノー5　5　00　0
7　0　0　1　07　-　1　　　07　(‥0　0°　8　08　3　3　3　08　　　　　　　　　0
-hJ　9　6　0　0
9　7　人ノー0　08　　　　　　　　　0
-.0　5　0　0　0
0　9　0　0　09　　　　　　　　　02　9　9　0　08　5　5　0　08　　　　　　　　　0
注　単位はパーセント(%)
出所　2011年調査より筆者作成
これに対して,小規模商店では家族経営であることの強みや,地域農家や住民とのつな
がりを活かして震災直後も営業を続けた店舗が多く,震災後の食料供給に大きな役割を果
たした(li肘〔4〕 ,Gomezら〔1〕 ,大友〔10〕 ) .震災直後の仙台市内の小規模商店での
購入割合(20.4%)は,平常時(2.6%)と比べて約8倍のシェアを占めており,コンビニや
スーパーが営業を休止する中で営業を続けた小規模商店の重要性を,需要側からも検証す
る結果となった.
註1)この点について,一例として, 3月14日の河北新報記事では, ｢被災3日目を迎え,不足し始めた
食料品などを買い出しにスーパーを訪れた被災者.閉店前に品切れとなり,翌日以降の営業は未
定｣という写真を掲載している.
5.おわりに
本稿では,東日本大震災後の安否確認,避難行動と食料の確保について,地域間での差
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異や,単身世帯と同居世帯との違いに焦点をあてながら,東北大学の学生を対象としたア
ンケート調査をもとに,その実態を明らかにした.上述のような要因が,住民の不安感や
行動にどのような影響を与えたかという点について,以下のような知見が得られた.
まず,安否確認について,学生が最も便利と感じた安否確認方法はメールでの確認であ
り,次に直接会うという回答であったが,被災度の高い仙台市内では,即時的な連絡がと
れる携帯電話や自宅の電話,公衆電言説ミ重要な役割を果たしたことがわかった.特に家族
と離れて暮らす学生は直接会って安否確認をすることができず,停電の続く中で携帯電話
の電池を温存するため,公衆電話が特に重要であったことが明らかとなった.
避難行動については,全標本のうち,約15%が避難所を利用しており,利用者の平均宿
泊日数は1.95日であった.地域別でみると,仙台市内では約半数が避難所を利用しており,
仙台市全体での公式発表にある1割という数値と比べると,高い利用割合で避難所の利用
がされていたことがわかった.特に,単身学生が同居学生と比べ,かなり高い割合で避難
所に身を寄せ,避難所を出た後も,単身学生の約4割が実家や親戚の家などに避難してい
たことが明らかとなった.
このような避難行動を決定する際,どのような情報が重要であったかについては,多く
の被災者にとってラジオや対面で行う情報交換が貴重な情報源であったことが確認された.
地域別には,被災の影響が大きいほど各情報減の重要度が低く評価されており,あらゆる
情報が制限されていた被災地の実態を反映した結果が示された.また,単身者はすべての
情報源を低く評価しており,同じ仙台市内であっても,単身学生は情報が得にくかったこ
とが明らかとなった.
震災後の食料確保の実態については, 4割以上の学生が行列に並び,食料の確保状況に
ついて不安を感じるか,配給や炊き出しに依存していた学生は全体の2割であったことが
示された.特に,仙台市内では, 9割近い住民が行列に並び,その時間も長時間であった.
また,単身者と同居者の食料確保には大きな違いがあり,家族と同居していた学生の場合,
7割以上が十分な食料を確保しており,避難所での配給･炊き出しに依存していた学生は
いなかったのに対し,単身者の場合は十分に確保できた学生は6割以下に留まり, 2割以
上もの学生が避難所での配給･炊き出しなどに依存していたことが明らかとなった.また,
このような食料不足のなかで,小規模商店が重要な役割を果たしたことも確認された.
災害時のパニック防止･抑止という観点からみると,樋口〔3〕が指摘するように,食
料の備蓄は重要な課題である.そのような視点から本稿の結果をみると,単身者は,食料
の備蓄･確保といった点に加え,情報-のアクセスといった面からも,資源が少なく,パ
ニックにつながる要素が多いということが明らかとなった.さらに単身者の避難需要は高
く,単身者率の高い地域で災害が発生した場合には,より多くの避難者が避難所に押し寄
せると考えられる.したがって,以上の結果は,例えば,単身者の多い東京のような地域
で災害が発生した際に,東北大震災では起きなかったようなパニックが発生する危険性を
示唆する結果であり,単身者の備蓄や,単身者率の高い地域における避難所の整備状況-
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の見直しなど,より一層の対策を講じる必要性がある.
また,今回の調査では,日本人学生が対象であったため,身体能力や情報収集に必要な
コミュニケーション能力が比較的高かったと考えられる.そのため, 1人暮らしの高齢者
や,日本語を話せない留学生といった,災害弱者の実態については,より深刻な状況であ
ったことが類推される.そのような視点を含めた分析については,今後の研究課題とした
い.
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附託
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